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研究成果の概要（和文）： 
本研究では、まず医療サービス組織のリスク問題の分類とそれの軽減のためのコミュニケー

ションツールの支援機能を解明すべく、ヒアリング調査および分析を行った。その結果、特定

リスクとして生活習慣病の予防に焦点を絞り、医療サービス組織として大学内健康管理部局を

対象とし、携帯電話を携帯端末としたヘルスケア支援システムを開発し、その活用による生活

改善の実証研究を行い、成果を確認した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 In this study, firstly we research several organizations in order to classify risk 
management problems at medical service organizations, and to clarify support features 
with communication tools. As the result, we focus on lifestyle-related disease as a 
specified risk, and health-care departments at universities as a medical service 
organization. We research and develop health-care support system and examine field 
tests, and certify the results. 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 10,900,000 3,270,000 14,170,000  

２００８年度 12,200,000 3,660,000 15,860,000  

２００９年度 8,900,000 2,670,000 11,570,000  

年度   

  年度  

総 計 32,000,000 9,600,000 41,600,000  

 
 
研究分野：複合新領域 
科研費の分科・細目：社会安全システム科学、社会システム工学・安全システム 
キーワード：安全システム、経営学、危機管理、システム工学、情報システム、医療・福祉 
 
１．研究開始当初の背景 
 
研究内容は大きく３つに区分される。 

・ １つめは､医療サービス組織のリスク問

題の分類とそれの軽減のための、コミュ

ニケーションツールの支援機能の解明。 

・ ２つめは､医療サービス組織での今後必

要とされる特定リスクについて支援ツー

ルによる改善の実証研究。 

・ ３つめは、今後の患者支援機能としての



コミュニケーション支援ツールの可能性

と他のシステムとの補完的関係の解明と

課題の抽出である。 

これら研究内容については、教育支援ツー

ルに関連して様々な研究と実証化の試みが展

開されている。それらは、情報処理学会、経

営情報学会、などで行われており、欧米の国

際学会でもモバイルや携帯端末を利用した教

育支援ツールが、教育現場の学生達への直接

的な動機づけ手段から教室外の実験やE-ラー

ニング支援として活用が一部の大学で行われ

ている。また､今後の方向性として､医療サー

ビスの支援機能として研究や実証実験は､十

分に考えられる。しかし、この分野には規制

や制限が強いことから、これまで直接的に研

究を行っている事例は、殆どないのではない

か。しかし､医療ニーズの多様性と複雑性の増

大に合わせてリスク増大と一方でコスト・効

率性の問題のトレードオフを解決する意味か

らも､緊急性を要する研究課題であると認識

している。 

 本研究者グループはこれまで、教育支援ツ

ールおよび福祉支援ツールの開発と実証実験

を行い、一定の成果をあげてきた。その内容

については、日本管理会計学会、電気学会、

などの国内学会ならびに､国際学会で報告を

行っている。これら支援ツールとしての一定

の成果は確認されているが、この試みを、そ

のまま、医療サービスのイノベーションへと

展開することは､難しい。基本的なコンテンツ

やマネジメント問題について十分な知見が蓄

積されていないことから､多くのレビューと

サーベイを必要とする。 

 一方で、医療組織、医療サービスについて

は、第5次医療制度改革にも見られるように、

少子高齢化に伴う医療サービスへの需要増、

健康保険財政の悪化を背景にした診療報酬の

切り下げにより、厳しい効率化が求められ、

またさまざまな医療機関で医師だけでなく看

護師等の医療人材の不足も深刻化しつつある

一方で、遠隔医療や在宅医療といった多様化

する医療サービスに対応し、またインフォー

ムド･コンセントを初めとしたサービスの享

受者に対するサービス･レベルの向上も求め

られている。そうした中で、医療の高度化、

複雑化や、院内感染、医療訴訟といった、種々

のリスクの高まりへの対応をせまられており、

各医療提供機関は、さまざまな医療・介護施

設とも連携を図りながら、医療組織･サービス

の質の向上、リスクの低減や、そのための専

門人材の育成を進めていく必要がある。それ

らを支援するために、電子カルテなども含め

た医療支援システムにどのようなリスク・マ

ネジメント・コントロールの役割が求められ

るのかは、緊急の研究課題である。 

 
２．研究の目的 
 
3年間での研究の最終成果としては､医療サー

ビスに伴う、また、看護･介護などのサービス

に伴うリスクを低減させる分野の明確化とそ

れに関連したシステム開発、それの実証研究

による一定成果の検証である。また､検証に伴

う課題と改善の目標を明らかにする。 

 具体的なマイルストーンとしては、以下の

ように考えている。 

・初年度には、次のレベルまで研究を進めた

いと考える。それは、医療サービスリスクの

分類と医療サービス支援システムの親和性

のある分野を特定してリスク要因にあった

課題・システムを明らかにすること。また、

この分野での支援システムならびに､ツール

のサーベイを内外について調査し、フィージ

ビリティ・スタディのためのプロトタイプを

開発する。 
・第2年度目は､上記調査とレビューならびに､

専門家等との聞き取り調査、アンケートによ

り､コアとなる支援ツールのアプリケーショ

ンサービスを提供する分野をある程度特定化

した上で､システム開発を行う。システムの基

盤となるサーバーの設置については、開発効

率を高めるとともに負荷分散および障害耐性

をたかめるために３拠点での運用を念頭にお

く。 

・第 3年度目には､上記支援ツールを用いた、
実証実験を日本の医療サービス機関におい

て行い、成果の確認と課題を抽出し､データ

分析の結果から一定の現状での成果確認と

システムの実践化に向けた課題を明らかに

する。また、それまでの研究成果について､

論文・著作として内外に発信する。なお､概

念なり、基本的な構想がシステムとしてまと

まった段階で､知財としての申請・保護など

についても留意する。 
 
３．研究の方法 
 
まず初年度には、次のレベルまで研究を進

めたいと考える。まず、医療サービスリスク

の分類と医療サービス支援システムの親和性

のある分野を特定してリスク要因にあった課

題・システムを明らかにすることである。ま

ず考えなければならないこととして､医療サ

ービスの価値連鎖は、３つのポイントがある。 

・ 第一はライフサイクルに対応した医療サ

ービスの品質・コスト・デリバリー (QCD: 



Quality、 Cost、 Delivery)のバランス

を見る見方である。 

・ 第二は診療科目のレベルでの価値連鎖の

仕組からみた､QCDのバランスである。 

・ 第三は、アフター医療・看護過程など、

医療サービスの川下部分でのQCDのバラ

ンスである。 

これらの過程それぞれのQCDは､財務の問題

と異なり、医療サービスのリスクは非可逆的

であり、一度発生すれば､回復は人的にも金銭

的にも大きな損失となって関係者・組織に影

響を与える。そこで､我々の研究では、上記第

二および第三の視点に沿って、医療リスクを

その機会損失概念を利用して、その潜在的な

大きさを元に､診療科目別のリスクの種類を

明らかにする。もう１つは、アフター医療・

介護過程における、潜在リスクを分類する。 

 これら､分類は､上記の指摘のとおり、診療

科目別過程と直接過程（川上部分、診療過

程）・間接過程（川下部分、回復過程）のク

ロスセクションで代表的なリスクを、ケース

研究を通じて明らかにする。なお、このケー

スについては､欧米文献レビューおよび、日

本でのケース調査と文献レビューの２つの

ルートから調査する。 
 
第 2年度目は､上記調査とレビューならびに､

専門家等との聞き取り調査、アンケートによ

り､コアとなる支援ツールのアプリケーショ

ンサービスを提供する分野をある程度特定

化した上でシステム開発を行う。具体的には、

年度当初から、情報ツールにより、リスクの

高く、緊急性の高い課題・状況での問題解

決・コミュニケーションを支援するツールを

開発する。具体的には、携帯電話、PDA 
(Personal Digital Assistants、 携帯情報端
末)等の携帯 ITツールと ICタグのようなハ
ンドヘルドな部分とデータベースの２つの

部分で、解決担当者にいかなる時点・場所に

関係なく必要な情報を届けるシステムの実

証モデルを開発する。 
 
第3年度目には､上記支援ツールを用いた、実

証実験を日本の医療サービス機関において行

い、成果の確認と課題を抽出し､データ分析の

結果から一定の現状での成果確認とシステム

の実践化に向けた課題を明らかにする。また、

それまでの研究成果について､３つのチーム

を中心にして、相互の交流を得ながら、論文・

著作として内外に発信する。なお､概念なり、

基本的な構想がシステムとしてまとまった段

階で､知財としての申請・保護などについても

留意する。最終年度の大きな課題は、実証実

験であり、具体的な実証実験サイトとの協力

や具体的な支援ツールの利用のための現場

教育や支援ツールソフトの改善などの課題

確認や効果確認にはある程度の標本が必要

であるので、それの確保と統計分析を進める。 

 
４．研究成果 
 

（１） 平成１９年度 

 

平成19年度は、まず医療サービス支援システ

ムと親和性のある分野を特定するため当該分

野における支援ツールのサーベイと医療従事

者等へのヒアリング調査を実施した。主な活

動は以下の通りである。 

・ 愛媛大学：医療支援システムに関するヒ

アリング 

・ 岐阜大学付属病院：医療現場視察、医療

安全管理の実態及び電子カルテに関する

ヒアリング 

・ 国立山陽病院：リスクマネジメントに関

する講義の聴講及び現場視察 

・ 西会津保健センター：在宅健康管理シス

テムの導入・運営に関するヒアリング及

び現場視察 

・ 熊本県植木町健康福祉センター：産官学

の連携による健康支援活動の取り組みに

関するヒアリング 

・ 日本赤十字社熊本健康管理センター：日

本赤十字社熊本健康管理センターと熊本

県庁との連携による健康履歴管理システ

ムの導入と運営に関するヒアリング 

 

その結果、携帯端末システムの運用パターン

として以下の候補が挙がってきた。 

① コミュニケーションシステムとしての運
用 

・ 医師と患者のコミュニケーションサ

ポートを中心とした運用 

・ 看護師や保健士などのケアスタッフ

と患者のコミュニケーションサポー

トを中心とした運用 

・ 栄養士などの指導スタッフと患者の

コミュニケーションサポートを中心

とした運用 

② 院内システム等としての運用 
・ インシデントレポートシステムとし

ての運用 

・ 処方箋システムとしての運用 

 

検討の結果、現時点では②院内システム等と

しての運用においては安全性の担保が困難

であり、①コミュニケーションシステムとし



て運用した方が業務の効率化等システムの

導入効果が見えやすく、かつサービス向上の

観点からも意義が大きいと考えられる。とり

わけ若年リスク層に対する生活改善指導の

推進は将来の生活習慣病発症リスクを低減

することにつながり、国家的課題となってい

る医療費削減の観点からも極めて意義が大

きいとの結論を得た。  

 

（２） 平成２０年度 

 

平成19年度の検討の結果、現時点では院内

システム等としての運用においては安全性

の担保が困難であり、院外でのコミュニケー

ションシステムとして運用した方が業務の

効率化等システムの導入効果が見えやすく、

かつサービス向上の観点からも意義が大き

いと考えられる。とりわけ若年リスク層に対

する生活改善指導の推進は将来の生活習慣

病発症リスクを低減することにつながり、国

家的課題となっている医療費削減の観点か

らも極めて意義が大きいとの結論を得たこ

とをうけ、平成20年度は院外コミュニケーシ

ョンシステムの設計開発をおこなった。さら

に、そのシステムのフィージビリティ・スタ

ディとして、阪南大学医務室の協力のもと、

学生への生活改善サポートシステムの予備

実験をおこなった。対象となったのはいわゆ

る生活習慣病、特にメタボリックシンドロー

ムの予備軍と思われるＢＭＩ25以上の学生

であり、実験に賛同してもらった14名にたい

し、平成20年12月から平成21年3月まで行な

った。本予備実験は医務室の健康教育の一環

としておこない、 

 

・ 肥満に伴う健康障害の予防 

・ 学生のヘルスリテラシーの向上 

 

を目標として実施した。何名かの学生につい

ては実際にＢＭＩ値の減少の成果があがっ

たが、一方、一部の学生では学生自身が参加

の有無について十分に考える時間がなく、「

言われたから何となく参加する」学生もいた

。これらの学生については、プログラムに関

して十分な理解が得られず、「こんなハズじ

ゃなかった」と感じる学生や、「やらされ感

」が強まってしまったことも否めない。これ

らについては平成21年度の課題となった。 

 

（３） 平成２１年度 

 

平成２０年度の院外コミュニケーションシ

ステムの開発と、そのシステムのフィージビ

リティ・スタディとしての予備実験を踏まえ

、まず平成２１年度前期（４月～７月）は阪

南大学の学生３０名に対して阪南大学医務室

の協力のもと、学生への生活改善サポートシ

ステムの検証実験をおこなった。本実験は平

成２０年度と同様に、肥満に伴う健康障害の

予防および学生のヘルスリテラシーの向上を

目標として実施した。実証実験を通じて分か

った問題点は大きく二つに分かれる。 

一つは利用者における入力の負担の問題で

ある。実証実験では10の記述式質問を毎日返

答させていた。その中には食事内容をすべて

入力させる質問もあり、学生の負担が大きか

った。もう一つは利用者のモチベーションの

問題である。ベースとなった教育支援システ

ムの場合、「購買者」は教員、「利用者」は学

生である。教員は「影響者」でもあり、シス

テム利用に関する影響力は非常に大きい。こ

の場合、「購買者」と「影響者」は看護師であ

り、「利用者」は学生であるが、看護師の影響

力は限定的である。このため、学生のモチベ

ーションは総じて低くなっている。 

このシステムの利用で効果を感じることがで

きれば学生のモチベーションは上がると考え

られる。しかし、モチベーションの低さと入

力時の負担のため、効果が得られるまで利用

を継続しない可能性が大きい。モチベーショ

ンの低さと入力時の負担のため，効果が得ら

れるまで利用を継続しない可能性が大きい。 

 

別の課題として、これまでの研究では、シ

ステム面では一定の改良成果を確認している

が、現状では、これをツールとして生活改善

指導を実施するためのコンテンツを開発でき

ておらず、とりわけ、肥満解消を促すような

保健指導の場合には、一定の期間が必要であ

ることから、指導コンテンツの開発負荷も大

きいと考えており、そこで、大阪成蹊短期大

学などにおいて、1日のみで完結する指導とし

て、インフルエンザ予防等に関する実証実験

を実施した。ユーザー登録は授業時間中に行

った。その後、授業時間外に保健管理センタ

ーからの指導内容を一斉連絡配信機能を用い

て配信し、学生側からの連絡は電話等によっ

て行った。受講生21名のうち、連絡配信内容

を見て連絡してきた（実際にインフルエンザ

を発症して連絡してきた）学生が3名いた。前

述の通り、本システムのもともとのコンセプ

トは双方向コミュニケーションの実現であり、

通常の授業内では双方向で利用している。か

かるシステムを活用した情報周知度について、

一定効果を認めることのできる結果であると

考える。 



 

また、これまでの教育支援をベースとした

システムの運用と平行して、コミュニケーシ

ョン機能を重視したメーリングシステムを

ベースとする新システムのプロトタイプ開

発も行い、平成２１年後期（１１月～１月）

においては新システムの検証としてのフィ

ージビリティ・スタディもおこなった。前期

後期とおして、ＢＭＩ値の改善が見られた学

生もいる一方、機能的には改善されているも

のの、互換性を重視していたのである意味当

然ではあるが、学生＝エンドユーザからは機

能の変化はみられずシステムに対しての飽

きが一部みられたので、今後の研究において

はコンテンツの工夫による継続容易性につ

いても検討する必要があると考える。 
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